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１．はじめに 

近年，極端気象現象の増加により洪水や高潮

等の水害リスクに大きな変化がもたらされてい

る。ハード対策だけでは防ぎきれない災害に対

しては，個人・世帯レベルでの命を守る行動が

求められることになる。しかしながら，平成 25

年台風 18 号に伴う豪雨による伊豆大島での土砂

災害や平成 26 年 8 月の豪雨による広島市での土

砂災害では，大規模な土石流が発生し，多くの

尊い命が奪われた[1]。これらの土砂災害時での

行政や公共機関の対応については，すでに分析

がなされており，次の災害への教訓のひとつと

して，ソフト対策（土石流堆積工などの施設の

建設を伴わない対策）の強化が掲げられている。

ソフト対策で 優先事項は住民の命を護ること

であるため，土砂災害のリスクが高まった際の

適切な避難が課題となる。しかしながら，避難

の助けとなるはずの土砂災害に関する避難情報

は，災害発生前に避難に都合の良いタイミング

で出すことが非常に困難である。過去に土砂災

害を経験した行政からのヒアリングでも，被災

自治体現実には，このような状態でも避難情報

は出されていないことが多い。一方で，ある危

険区域内で小規模でも土砂災害があったことが

わかれば，同じ区域内に大規模な土砂災害の危

険度が高まっていることは明白であり，避難情

報を躊躇なく出すことは可能である。 

そこで本研究では，土砂災害時の避難情報の

発表を支援するシステムの開発，具体的には，

スマートフォンを用いたセンサネットワークに

より土砂災害の発生を検知するシステムを構築

することを目的とする。本発表では、システム

への要求を整理し、構築すべきシステムのデザ

インを示すものとする。 

２．土砂災害に関する避難情報と避難行動 

土砂災害に対するソフト対策は，一般に事前 

 

 

 

 

の区域指定と事中の土砂災害警戒情報をもとに

組み立てられている。 

区域指定は，土砂災害防止法に基づき指定さ

れる「土砂災害警戒区域」「土砂災害特別警戒

区域」と，法的な位置づけはないが，国交省の

要請により各都道府県が調査を行い指定される

「土砂災害危険個所」がある。これらの事前情

報と，土砂災害リスクが高まった際に気象庁よ

り発表される「土砂災害警戒情報」をもとに避

難勧告などの避難情報が市町村から発表される

ことになっているが，土砂災害警戒情報の精度

が粗いため，この避難情報が実際の避難につな

がっていない事例が数多く報告されているのが

現状である。滋賀県へのヒアリングによると

2013 年度の滋賀県内では 50 回程度の土砂災害に

関連した避難情報を出している。そのうち 20 回

弱を斜面崩壊が起きる前に出しているが，これ

らの箇所では実際の土砂災害は発生していない。

これに対して，斜面崩壊が確認された後に避難

情報を出している例も 12 件あった。さらに土砂

災害警戒区域に居住する住民へのヒアリングに

よると，同じ警戒区域内で，すでに斜面崩壊が

観測された後に出た避難勧告では，確実に避難

するが，そうでない場合は避難を躊躇するとい

う意見も聞かれた。 

しかしながら，現状では警戒区域は中山間部

に大量に点在しており，崩壊情報を行政のみの

手で収集することには限界がある。そこで，崩

壊を自動で検知し，この情報から同じ警戒区域

内，危険区域内に避難情報を流せるようにする

ことを，本システムの目的とすることにした。 

３．システム設計 

システム要件として，以下を想定した。 

 斜面崩壊の検知が可能（但し，リアルタイ

ム性は求めない） 

 導入が比較的安価 

 運用が用意 

 動物が接触など土砂災害以外の外乱に対し

てロバスト 

 遠隔地からの監視が可能 

これらを満たすために，Fig.1 に示すようなシ
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ステムを提案することとする。 

斜面崩壊を検知するセンサーとその情報を通

信できる端末としてスマートフォンを利用する。

スマートフォンは，位置（GPS），速度，加速度

センサーを内蔵しており，斜面崩壊の検知する

ための情報の獲得が可能である。さらに，通信

機能を有するため，取得した情報を遠隔地で利

用することに加えて，遠隔地からの監視も可能

となる。さらに，利用スタイルとして，頻繁な

買い替えがあるため，中古市場から高性能なも

のが安価に手に入れられる可能性が高く，安価

なシステム構成にも条件があう。 

通信に関しては，スマートフォンからダイレ

クトに Wifi 接続し，データをクラウドにアップ

することも考えたが，バッテリーや通信費の問

題を考慮して，アドホックネットワークを構築

して，データをゲートウェイ端末に集約し，そ

こからクラウドにアップする構成とした。 

また，クラウドにアップされた情報は，位置

情報を用いて TIN（ triangulated irregular 

network）を発生させることで，連続面被覆とし

てモデル化し，この三角形網の変化を見ること

で，面が動いていることを検知できるようにす

ることで斜面崩壊を検知するものとする。 

４．技術的な課題と運用上の課題 

3 章で提案したシステムを実現するためには，

アドホックネットワークの自律的な構築[2]，セ

ンシングデータの効率的な転送，取得データか

らの斜面崩壊検出方式の妥当性の検証といった

研究が求められる。さらに，システムの運用面

からは，いつ，どのようにしてスマートフォン

を散布し，だれがどのように情報を獲得し，ど

のように避難情報として土砂災害危険地域内の

住民に伝達するのかといった課題に取り組む必

要がある。 

５．おわりに 

本報告では，スマートフォンを用いたセンサネ

ットワークにより土砂災害の発生を検知するシ

ステムを構築することを目的として，システム

への要求を整理し、構築すべきシステムのデザ

イン概要を示した。今後は，必要な技術課題の

解決に取り組むとともに，地域防災の現場に構

想を持ち込み，その運用体制についても並行し

て検討する予定である。 
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Fig.1 斜面災害検知ネットワークシステムの概要 
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